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 ・参加者の意見及

び満足度 

・独立行政法人からの説明等を受け、分

科会委員の協議により判定する。 

各コースの受講者満足度アンケート調査結果及び受講者からの意見は以下の通りであり、総平

均は４．３であった： 

①消費者問題  企業トップセミナーのアンケート調査結果：４．２ 

・年に１度のセミナーであるが常に新鮮な切り口で、毎回教えられることが多く楽しみ。 

・始めて参加したが、違った角度での話が聞け新鮮だった。 

②３日コースのアンケート調査結果：４．２ 

・企業の方の講義が参考になります。 

・異業種の人達と話し合えて良かった。 

③１日コースのアンケート調査結果平均：４．３ 

・講師の話の中に経験談や事例が多く含まれ分かりやすかった。 

・２時間は集中できない。休憩をもっと多く取って欲しい。 

※ 業務実績報告書８４Ｐ、別添資料２６（１１２Ｐ）参照 

※  

Ａ Ａ  

 

・消費者活動リーダーを対

象とした研修を１コース

実施する。 

・研修の実施 
１コース 

実施 
－ － 未実施

計画平成１８年２月に、３日間のコースを１回開催した。 

※業務実績報告書８６Ｐ、別添資料２６（１１２Ｐ）参照 Ａ Ａ  

 
・研修への参加割

合（企画の際の

想定参加者に

対する割合） 

９０％

以上 

９０％

未満 

７

０％

以上 

７０％

未満 

５

０％

以上 

５０％

未満 

想定参加者３０人に対し、実参加者数は３６人であった（参加率１２０％）。 

※業務実績報告書８６Ｐ、別添資料２６（１１２Ｐ）参照 

Ａ Ａ 

 

 

 

Ａ 

 

 

・研修の内容 
・独立行政法人からの説明等を受け、分

科会委員の協議により判定する。 

「食品に関するリスクコミュニケーション（ＢＳＥ、鳥インフルエンザ）」、「食品等の法規制

の現状と動向」他を主要なテーマにして講義、グループ別討議、全体討議などを行った。 

※ 業務実績報告書８６Ｐ、別添資料２６（１１２Ｐ）参照 

※  

Ａ Ａ  

 

 

・参加者の意見及

び満足度 

・独立行政法人からの説明等を受け、分

科会委員の協議により判定する。 

受講者による満足度アンケート調査結果は４．７であった。 

受講者からは、以下のような意見があった： 

・身近で切実な問題を取り上げていただき勉強になった。 

・最新の情報が分かり興味深い内容だった。 

※ 業務実績報告書８６Ｐ、別添資料２６（１１２Ｐ）参照 

※  

Ａ Ａ  

 

・相模原市と共催で公開講

座を１コース実施する。 ・研修の実施 
１コース 

実施 
－ － 未実施

平成１７年５月に、３日間のコースを１回開催した。 

※ 業務実績報告書８６Ｐ、別添資料２６（１１２Ｐ）参照 

※  

Ａ Ａ  

 ・研修への参加割

合（企画の際の

想定参加者に

対する割合） 

９０％以

上 

９０％未

満 

７０％以

上 

７０％未

満 

５０％以

上 

５０％未

満 

想定参加者１２０人に対し、実参加者数は１５３人であった（参加率１２７．５％）。 

※業務実績報告書８６Ｐ、別添資料２６（１１２Ｐ）参照 
Ａ Ａ 

 

 

Ａ 

 

 
・研修の内容 

・独立行政法人からの説明等を受け、分

科会委員の協議により判定する。 

「謎の感染症－恐るべき微生物の逆襲」をテーマにした講演を実施した。 

※業務実績報告書８６Ｐ、別添資料２６（１１２Ｐ）参照 
Ａ Ａ  

 

 

・参加者の意見及

び満足度 

・独立行政法人からの説明等を受け、分

科会委員の協議により判定する。 

受講者による満足度アンケート調査結果は４．８であった。 

受講者からは、以下のような意見があった： 

・文明化された社会に対する警告を発する講座だった。 

・スライドを使い分かり易かった。 

※ 業務実績報告書８６Ｐ、別添資料２６（１１２Ｐ）参照 

※  

Ａ Ａ  

 

・学生及び小学校、中学校、

高等学校の教員を対象と

した研修を２コース実施

する。 
・研修の実施 

２コース 

実施 

１コース 

実施 
－ 未実施

①消費者教育学生セミナー（日本消費者教育学会との共催） 

平成１７年９月に２日間で開催 

②教員を対象とした消費者教育講座（後援：消費者教育支援センター） 

平成１８年３月に３日間で開催 

※ 業務実績報告書８７Ｐ、別添資料２６（１１２Ｐ）参照 

※  

Ａ Ａ  

 

 

・研修への参加割

合（企画の際の

想定参加者に

対する割合） 

90％以上 
90％未満 

70％以上 

70％未満 

50％以上 
50％未満

①消費者教育学生セミナー（日本消費者教育学会との共催） 

想定参加者４０人に対し、実参加者数は５４人であった（参加率１３５％）。 

②教員を対象とした消費者教育講座（消費者教育支援センターとの共催） 

想定参加者３０人に対し、実参加者数は２５人であった（参加率８３．３％）。 

※参加率総平均は１１２．９％ 

※業務実績報告書８７Ｐ、別添資料２６（１１２Ｐ）参照 

 

Ａ Ａ 

 

 

Ａ 
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・公開講座の内容 
・独立行政法人からの説明等を受け、分

科会委員の協議により判定する。 

①消費者教育学生セミナー（日本消費者教育学会との共催） 

「社会人１年生のためのファイナンシャル・プランニング」他をテーマに、講義、グルー

プ別討議、全体討議を行った。 

②教員を対象とした消費者教育講座（後援：消費者教育支援センター） 

「学校における消費者教育・法教育の意義」他をテーマに講義、演習、実演、グループ別討

議、グループ別指導案作り、指導案発表・講評などを行った。 

※ 業務実績報告書８７Ｐ、別添資料２６（１１２Ｐ）参照 

 

 

Ａ Ａ  

 

 

・参加者の意見及

び満足度 

・独立行政法人からの説明等を受け、分

科会委員の協議により判定する。 

①消費者教育学生セミナー（日本消費者教育学会との共催） 

受講者による満足度アンケート調査結果は４．６であった。 

受講者からは、以下のような意見があった： 

・プチ講義が良かったが、３０分では短すぎる。９０分欲しい。 

・ずっと真面目に聞くことができました。 

②教員を対象とした消費者教育講座（後援：消費者教育支援センター） 

受講者による満足度アンケート調査結果は４．９であった。 

受講者からは、以下のような意見があった： 

・これからの授業に活かしていきたいと思います。 

・久しぶりに講座を受ける側に回り、気付くことが多かった。 

※業務実績報告書８７Ｐ、別添資料２６（１１２Ｐ）参照 

Ａ Ａ  

 

・アンケート調査

結果及び調査

結果等を受け

て研修内容等

の実施状況 

・独立行政法人からの説明等を受け、分

科会委員の協議により判定する。 

平成１６年度に、受講生による発言時間割り当て見直し、事前質問に対する回答の在り方、

講座内容や取り扱う事項に関する要望が寄せられたので、平成１７年度においては、各種見直

しを行い、よりよい研修になるよう努めた。 

また、取り上げてほしいとの要望があった講座内容についても、平成１７年度実施の研修で、

出来る限り取り入れ、ニーズに即した研修になるようにした。 

※業務実績報告書８８Ｐ、別添資料２６（１１２Ｐ）参照 

Ａ Ａ 

 

 

 

Ａ 

 ・研修コース毎に受講者に

対するアンケート調査を

実施し、その結果を研修

内容等の充実に活用する

とともに、受講者から５

段階評価で平均４以上の

満足度の評価を得る。 

・研修等の派遣元

の意見 

・独立行政法人からの説明等を受け、分

科会委員の協議により判定する。 

研修生の派遣元である７県１市の消費生活センター関係者に、研修の効果等について意見聴

取をしたところ、以下のような意見が寄せられた： 

・日頃、商品知識や商品テストについて問合せを受けている消費生活センター相談員の方々

と直接話ができ、より一層理解が深まる。 

・国民生活センターの消費生活相談員養成講座がとても役立った。 

・国民生活センターの研修は、地方では普段滅多に聴くことができない著名な先生の謦咳に

接することができる貴重な機会。 

・講座を受講することによって、相談員の専門的知識が深まり、相談に対応する時に役立つ。 

※業務実績報告書８９Ｐ、別添資料２６（１１２Ｐ）参照 

Ａ Ａ  

 

・地理的条件を配

慮した全国１

５か所での試

験の実施 

１５ヶ所 

実施 

１０ヶ所 

～ 

１５ヶ所 

未満実施 

５ヶ所 

～ 

１０ヶ所 

未満実施 

５ヶ所未

満 

資格認定試験を全国２１ヶ所の会場で実施した。 

会場となった場所は以下の通り： 

北海道（札幌市）        福岡県（福岡市）  兵庫県（神戸市） 

宮城県（仙台市）        福島県（福島市）  徳島県（徳島市） 

東京都（港区、渋谷区）  茨城県（水戸市）  高知県（高知市） 

神奈川県（相模原市）    群馬県（前橋市）  佐賀県（佐賀市） 

愛知県（名古屋市）      石川県（金沢市）  熊本県（熊本市） 

大阪府（大阪市）        岐阜県（岐阜市）  鹿児島県（鹿児島市） 

広島県（広島市）        静岡県（静岡市）  沖縄県（那覇市） 

※業務実績報告書９１Ｐ、別添資料２７（１１４Ｐ）参照 

Ａ Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 ②消費生活専門相談員資格

の審査及び認定 

消費生活相談員の能力・資

質の向上等を図るため、

消費生活専門相談員資格

の審査及び認定等を行

う。実施に当たっては、

各地の地理的条件に配慮

した人材供給を確保して

いくという観点から、地

方都市においても実施す

る。 

②消費生活専門相談員資格

の審査及び認定 

・消費生活専門相談員の能

力・資質の向上等を図る

ための資格認定試験につ

いて、各地の地理的条件

に配慮した人材供給を確

保していくという観点か

ら、全国１５ヶ所以上で

実施する。 

・地方都市での開

催割合 

50%以

上 

35%以

上 

50%未

満 

20%以

上 

35%未

満 

20%未

満 

２１ヶ所の会場の内、大都市（三大都市圏）が１０ヶ所、地方都市が１１ヶ所となり、地方

都市における開催割合は５２％となった。 

※業務実績報告書９１Ｐ、別添資料２７（１１４Ｐ）参照 
Ａ Ａ  

 

 

 

 

 

・受験者数の状況

及び受験者数

増加のための

取り組み状況 

 

・独立行政法人からの説明等を受け、分

科会委員の協議により判定する。 

平成１７年度においては、国民生活センターホームページに受験申込書をダウンロードで

きるページを新設し、受験希望者の利便性向上を図ったため、受験申込者数は８９０人となっ

た。 

※業務実績報告書９１Ｐ、別添資料２７（１１４Ｐ）参照 

Ａ Ａ 
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（６）商品テスト 

①原因究明テスト 

・テスト技術向上のための

研鑚を図り、テスト期間

の短縮を行う。 

・テスト技術向上

の研鑚とテス

ト期間の短縮 

・独立行政法人からの説明等を受け、分

科会委員の協議により判定する。 

各種研修に参加し、主に以下の技術項目について研鑚を行った： 

・食品の原産地表示、遺伝子組換え表示等の表示方法 

・食品の香料（フレーバー）の役割と安全性に関する技術 

・フーリエ変換赤外分光光度計（ＦＴＩＲ）マクロ分析による解析技法 

・ベビー用品、幼児乗り物、高齢者用品等の最新技術 

・自転車及び自転車部品の新技術  他 

テスト期間については、平成１６年度の８５日から８０日に短縮した。 

※業務実績報告書９３Ｐ、別添資料２８（１１５Ｐ）参照 

Ａ Ａ Ａ 

 

・４５件以上のテ

スト実施 

４５件以

上 

実施 

４５件未

満 

３５件以

上 

実施 

３５件未

満 

２５件以

上 

実施 

２５件未

満 

実施 

平成１７年度内に、４５件の原因究明テストを実施した。 

※業務実績報告書９４Ｐ、別添資料２９（１１７Ｐ）参照 

Ａ Ａ  

 

（６）商品テスト 

①原因究明テスト 

拡大損害を伴う製品関

連事故等の原因究明を通

じて被害の救済・未然防

止・再発防止に資するた

め、原因究明テストを実施

する。テスト技術の向上及

びテスト期間の短縮によ

り、毎年度のテスト実施件

数を、平成１４年度の４１

件に比べて１０％以上増

加させる。 

また、地方センターが実

施する原因究明テストに

対して、技術的な協力を行

う。 

・テスト実施件数は、年度

内で４５件以上とする。 

・テスト実施の内

容 

・独立行政法人からの説明等を受け、分

科会委員の協議により判定する。 

以下４５テーマを実施した： 

NO テスト内容 NO テスト内容 NO テスト内容 

1

おろししょうがの入っ

た瓶が開口時に破損し

切傷 

16
すだれの異臭による呼

吸器障害 
31
乳幼児玩具の不織布が

ほどけ誤飲 

2
豆乳の電子レンジ加熱

による突沸でやけど 
17

光触媒の効果を謳った

押入れシートの空気浄

化性能 

32
舐めると取れる風船玩

具の表面物質の安全性 

3

霊芝（健康食品）表面

へのワックス使用の有

無 

18
三脚脚立の後支柱の折

損による転落 
33

幼児用三輪車の伸縮す

る押し手棒が急に短く

なる危険 

4
食器洗い乾燥機の水漏

れ 
19
電動丸のこで左手親指

を切断 
34
キャンドルの異常燃焼

で顔や手にやけど 

5

食器洗い乾燥機（ビル

トインタイプ）の水漏

れ 

20

クリーニング包装袋中

の黄ばみ原因物質（酸化

防止剤ＢＨＴ）含有量 

35
軽自動車のエンジンル

ーム内が焼損 

6

ガスコンロ点火時の異

常燃焼による着衣着火

でやけど 

21
クレゾール臭がする美

容液でかぶれ 
36
普通自動車の直進走行

性の不具合 

7
芯が下がらず消火でき

ない石油コンロ 
22

毛染めができるヘアク

リームに含まれる酢酸

鉛 

37

普通自動車の左前輪・

支持部が走行中に外れ

た 

8
雪平鍋(ステンレス製)

の取っ手が焼損 
23

パソコン用マザーボー

ドのアルミ電解コンデ

ンサの不良 

38
原動機付自転車の鍵の

折損 

9
ほ乳瓶の底が使用中に

破損 
24
ノート型パソコンの液

濡れによる動作不良 
39
自動車用タイヤが走行

中破損 

10

空気清浄機能付き電気

掃除機の騒音や空気浄

化性能 

25

携帯電話充電用アダプ

タ（自動車用）のコネク

ターボタンの破損 

40
燃費の向上をうたった

シールの燃費向上効果 

11

水洗トイレ用芳香洗浄

剤が手洗い部の排水口

を塞ぎ、水漏れ 

26
電子辞書の液濡れによ

る動作不良 
41
折りたたみ自転車のペ

ダルが折損し骨折 

12
多用途洗剤の表示と洗

浄性能 
27
デジタル・オーディオプ

レーヤーの漏電 
42

幼児用自転車の補助車

輪が曲がり幼児が転

倒・骨折 

13
ペットボトル加湿器の

転倒によるやけど 
28
水着（ポリウレタン糸）

の脆化 
43

自転車用空気ポンプの

本体パイプが外れ足の

親指を切断 

14
スチール製折りたたみ

椅子で指挟み 
29 目覚まし時計の発熱 44

温水洗浄式便座の温度

調節機能故障によるや

けどの危険性 

15
食器棚のコンセントが

焼損 
30
木製玩具からの異臭に

よる頭痛 
45
浴室換気扇ダクトに生

じた黄色い粉の危険性 

※業務実績報告書９４Ｐ、別添資料２９（１１７Ｐ）参照 

Ａ Ａ Ａ 
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・企画ブロック会

議及び技術評

価研究会の実

施状況 

・独立行政法人からの説明等を受け、分

科会委員の協議により判定する。 

①全国商品テスト企画ブロック会議 

開催日：平成１７年１１月１１日  於  相模原事務所 

参加者：４７人（３８機関より） 

議題等：「平成１７年度の商品テスト実施状況と平成１８年度の商品テスト実施予定」 

「ＩＴ会議室・テスト職員掲示板の有効利用について」 

「ブロック会議の運営について」 

②商品テスト技術・評価研究会 

開催日：平成１７年１１月１０日  於  相模原事務所 

参加者：５１人（４３機関より） 

テーマ：「クリーニング事故の原因究明に関するテスト技術および評価方法」 

内  容：講演「最近のクリーニング技術の動向－クリーニングの現場からその工程と手法を学

ぶ－」 

「繊維製品の非破壊検査によるクレーム解析試験－その活用方法と事例解説－」をテ

ーマとした事例講義 

出席者からの「クリーニング苦情の原因究明に関するテスト（損傷）－損傷の再現

とデータベース化－」をテーマとしたテスト実施事例発表 

※ 業務実績報告書９５Ｐ参照 

※  

Ａ Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 ・全国商品テスト企画ブロ

ック会議及び商品テスト

技術評価研究会を実施

し、全国のテスト担当技

術者の技術の向上と効率

化を図るとともに、原因

究明に必要なテスト方法

等の技術相談に対して助

言などを行う。 

・技術相談に対す

る助言の内容

及びその効果 

・独立行政法人からの説明等を受け、分

科会委員の協議により判定する。 

各地消費生活センターに対して原因究明に必要なテスト技術等の助言や資料の提供を行うとと

もに、商品テスト報告書を作成して提供した。また、ＩＴ会議室・テスト職員掲示板及び商品テ

スト機関リストを運用した。 

平成１７年度における主な技術相談事例の内容は以下の通り： 

・無洗米のとぎ汁の濁度測定法 

・プラスチック容器の溶出試験法 

・弁当の油脂分の分析方法 

・食器洗い乾燥機のテスト方法 

・マスクの捕集率の測定方法  他 

※業務実績報告書９６Ｐ参照 

Ａ Ａ  

 

・１２件以上のテ

スト実施 

１２件以

上 

実施 

１２件未

満 

８件以上 

実施 

８件未満 

４件以上 

実施 

４件未満

実施 

平成１７年度内に、１２件の問題提起型テストを実施した。 

※業務実績報告書９７Ｐ、別添資料３０（１２５Ｐ）参照 
Ａ Ａ  

 ②問題提起型テスト 

・テスト実施件数は、年度内

で１２件以上とする。 

・テスト実施の内

容（人の生命・

身体などに関

わる事故や国

民生活に重大

な影響を及ぼ

す案件） 

・独立行政法人からの説明等を受け、分

科会委員の協議により判定する。 

以下１２テーマを実施した： 

NO テーマ NO テーマ 

1 電動アシスト自転車 7
酢酸鉛配合の白髪染めクリーム

等の安全性 

2 虫よけ剤 8 ペットボトル加湿器の安全性 

3
キダチアロエを使った「健康食

品」 
9 乳幼児用玩具の安全性 

4

ダイエットなどをうたった「健

康食品」－センナ茎を使った茶

類を中心に－ 

10

自動車のドアに挟む事故－ドア

に関する事故の分析とスライド

ドアのテスト－ 

5 自転車用ランプの性能 11
おしゃれ用カラーコンタクトレ

ンズの安全性 

6 卓上型食器洗い乾燥機 12
水洗トイレ用芳香洗浄剤が排水

口をふさぐ事故に注意 

 

※業務実績報告書９７Ｐ、別添資料３０（１２５Ｐ）参照 

Ａ Ａ Ａ 

 

・テスト結果を、報道機関、

ホームページ、テレビ番

組、「たしかな目」、「国民

生活」などを通じて迅速

に情報提供する。 

・それぞれの媒体

を通じた情報

提供の迅速性 

・独立行政法人からの説明等を受け、分

科会委員の協議により判定する。 

テスト結果は、記者説明会で公表すると同時にホームページにも掲載した。また、テレビ番組

や月刊誌『たしかな目』などにも、テスト内容を一般消費者にわかりやすく加工して速やかに情

報提供した。 

平成１７年度に実施したテストの結果は、記者説明会の当日や翌日の新聞・テレビなどで、迅

速に情報提供されたものがあった。平成１７年度以前に公表したもので、改めて情報提供された

ものもあった。 

※ 業務実績報告書１０２Ｐ参照 

※  

Ａ Ａ Ａ 

 

②問題提起型テスト 

センターや地方センタ

ーが受け付けた苦情相談

等の中から、人の生命・身

体などに関わる事故や苦

情等の内容が国民生活に

重大な影響を及ぼす案件

につき、問題提起を行うテ

ストを実施し、その結果に

ついては迅速に公表する。

毎年度のテスト実施件数

を、平均１２件以上とす

る。（平成１４年度実績１

２件）テストの課題設定及

び成果については、外部有

識者による評価を実施し、

その結果を業務に反映さ

せる。 

・テストの課題設定及び成

果については、商品テス

ト分析・評価委員会の評

・分析・評価委員

会からの意見

及び評価結果

・独立行政法人からの説明等を受け、分

科会委員の協議により判定する。 

食品、化学品、家電・住生活品、車両関連等各専門分野の学識経験者を委員とする商品テスト

分析・評価委員会を２７回開催して評価を受け、業務実績報告書本編に示したとおり、商品テス

トデザイン及びテスト結果に反映させた。さらに、今後実施するであろう同種のテストについて

Ａ Ａ Ａ 
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価を受け、その結果を業

務に反映させる。 

の業務への反

映状況 

のノウハウ蓄積を行い、テスト業務の充実に役立てた。 

※業務実績報告書１０３Ｐ、別添資料３１、３２（１２９～１３０Ｐ）参照 

（７）調査研究 

・国民生活の動向、消費生

活に関する諸問題の中か

ら消費生活に重大な影響

を及ぼす問題について、

ＰＩＯ－ＮＥＴなどセン

ターの収集した情報など

を用いて調査研究を行

う。 

・消費生活に重大

な影響を及ぼ

す問題につい

ての調査研究

状況 

・独立行政法人からの説明等を受け、分

科会委員の協議により判定する。 

平成１７年度においては、以下の３テーマについての調査研究結果を取り纏めた： 

・有料老人ホームをめぐる消費者問題に関する調査研究 

－有料老人ホームの暮らしが快適であるために－ 

・食品関連事業者の消費者対応に関する調査研究 

－食の安全・安心の確保のために－ 

・多重債務問題の現状と対応に関する調査研究 

テーマ毎に研究会を設け、問題点等の検討を行った上で提言をまとめ、行政や業界への要望や

情報提供を行った。 

各結果については、記者説明会で公表するとともに、当センター運営のホームページやテレビ

番組、各種定期刊行物を通じて広く情報提供した。 

また、時系列項目と特定項目（平成１７年度  金融並びに家計の実態等）からなる「国民生活

動向調査」を実施し、公表した。 

※業務実績報告書１０６Ｐ 

Ａ Ａ Ａ 

 （７）調査研究 

国民生活の動向、消費生活

に関する諸問題の中から消

費生活に重大な影響を及ぼ

す問題について、ＰＩＯ－Ｎ

ＥＴなどセンターの収集し

た情報などを用いて調査研

究を行い、国・地方の消費者

政策の企画立案に資すると

ともに、広く国民の理解を促

進する。調査研究の課題設定

及び成果については、外部有

識者による評価を実施し、そ

の結果を業務に反映させる。 ・終了した調査研究や実施

予定の調査研究課題につ

いて、外部有識者による

評価を実施する。 

・外部有職者から

の意見聴取の

あり方及び評

価結果の業務

への反映状況 

・独立行政法人からの説明等を受け、分

科会委員の協議により判定する。 

「調査研究業務に関する評価会合」（平成１８年３月） 

・評価委員：阿部  一知  東京電機大学工学部教授 

西島  基弘  実践女子大学 生活科学部教授 

原    早苗  金融オンブズネット代表 

平田  厚    明治大学法科大学院教授 

・内    容：「調査研究の目的の妥当性」｢調査研究結果の内容｣｢研究成果の貢献｣の視点から評

価を実施した。 

・評価結果：概ね次のような良好な評価であった： 

◇調査研究の目的の妥当性 

３テーマとも、極めて緊急かつ切実な問題であり、社会的ニーズが高い、と

の評価を受けた。 

◇調査研究結果の内容 

新しい実態調査も加わり、全体として価値の高い調査となっているとの評価

がなされた。 

◇研究成果の貢献 

直面している政策課題に直結しており、政策立案に活用できるものとして高

い評価を受けた。 

※３テーマの総合評価（４点法換算）は３．９となっており、極めて高い評価

を得ている。 

※業務実績報告書１１０Ｐ、別添資料３３、３４（１３１～１３２Ｐ）参照 

Ａ Ａ Ａ 

 

３．予算（人件費の見積りを含

む。）、収支計画及び資金計

画 

 

別紙のとおり 

３．予算（人件費の見積りを含

む。）、収支計画及び資金計

画 

 

別紙のとおり 

・予算、収支計画、

資金計画に対

する実績額 

・独立行政法人からの説明等を受け、分

科会委員の協議により判定する。 

 

平成１７年度予算 

（単位：百万円） 

区別 計画額 決算額 差額 

収入 

  運営費交付金 

  事業収入等 

              計 

 

３，２３５ 

２５３ 

３，４８８ 

 

３，２３５ 

２０５ 

３，４４０ 

 

０ 

４８ 

４８ 

支出 

  業務経費 

  一般管理費 

  人件費   

          計 

 

１，６８５ 

３８６ 

１，４１７ 

３，４８８ 

 

１，６３９ 

２４７ 

１，２７９ 

３，１６５ 

 

４６ 

１３９ 

１３８ 

３２３ 

 

（注）決算額には、平成１７年度契約済繰越額８５百万円を含んでいる。 

・収入の「事業収入等」の実績額が計画額に比し４８百万円減少しているのは、図書雑誌出版

収入が５３百万円減収となる一方、研修・宿泊収入が６百万円の増収となったためである。 

・支出の「業務経費」、「一般管理費」及び「人件費」は、いずれも計画額の範囲に収まってい

る。 

 

 

 

 

 

 

Ａ Ａ Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 項目全体の評価としては「Ａ」と評価した。しかし、図

書雑誌出版収入が減少しており、原因をよく分析し、販売

促進策を検討されたい。 
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平成１７年度収支計画 

（単位：百万円） 

区別 計画額 実績額 差額 

費用の部 

  経常費用 

    業務経費 

    一般管理費 

    人件費 

    減価償却費 

   

 

収益の部 

  経常収益 

    運営費交付金収益 

    事業収入等 

    資産見返運営費交付金戻入 

   

経常損失 

目的積立金取崩 

純損失 

３，４３３ 

３，４３３ 

１，６１８ 

３８０ 

１，４１７ 

１９ 

 

 

３，４３３ 

３，４３３ 

３，１６１ 

２５３ 

１９ 

 

０ 

０ 

０ 

３，０６８ 

３，０６８ 

１，４６４ 

２３６ 

１，２７９ 

９０ 

 

 

３，０６３ 

３，０６３ 

２，８４２ 

２０５ 

１５ 

 

５ 

０ 

５ 

３６５ 

３６５ 

１５４ 

１４４ 

１３８ 

△７１ 

 

 

３７０ 

３７０ 

３１９ 

４８ 

３ 

 

△５ 

０ 

△５ 

・費用の部の「業務経費」の実績額が計画額に比し減少しているのは、経費の抑制によるもの

のほか、ＰＩＯ－ＮＥＴ機器整備費等の繰越等があったためである。また、「一般管理費」

の実績額が計画額比し減少しているのは、東京事務所空調設備機器更新費の繰越等があった

ためである。 

・費用の部の「人件費」の、実績額が計画額に比し減少しているのは、退職者が予定より少な

かったことによるためである。 

・費用の部の「減価償却費」の実績額が計画額に比し増加しているのは、消費生活相談カード

直接入力システムに要するリース資産（パソコン）の減価償却費が発生したためである。 

・収益の部の「事業収入等」の実績額が計画額に比し減少しているのは、図書雑誌出版収入が

５３百万円の減収となる一方、研修・宿泊収入が６百万円の増収になったためである。 

・経常損失が５百万円発生している。これは、リース資産の会計処理による損失５，２６４千

円と貸倒引当金の繰入を５６千円計上したためである。 

 

平成１７年度資金計画 

（単位：百万円） 

区別 計画額 実績額 差額 

資金支出 

  業務活動による支出 

  投資活動による支出 

  財務活動による支出 

  翌年度への繰越金 

 

資金収入 

  業務活動による収入 

    運営費交付金による収入 

    事業収入等 

  投資活動による収入 

  財務活動による収入 

  前年度からの繰越金 

 

３，３３６ 

１，６７０ 

０ 

３７７ 

 

 

３，４８８ 

３，２３５ 

２５３ 

１，６１８ 

０ 

２７８ 

 

２，９７１ 

３，０９８ 

６３ 

７３５ 

 

 

３，４２６ 

３，２３５ 

１９１ 

３，０６５ 

０ 

３７６ 

 

３６５ 

△１，４２７ 

△６３ 

△３５８ 

 

 

６２ 

０ 

６２ 

△１，４４７ 

０ 

△９８ 

・資金支出の「投資活動による支出」及び資金収入の「投資活動による収入」の実績額が計画

額に比し増加しているのは、定期預金の預入による支出、払戻による収入が多かったためで

ある。 

※業務実績報告書１１２Ｐ参照 
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４．短期借入金の限度額 

短期借入金の限度額は６

億円とし、運営費交付金の資

金の出入に時間差が生じた

場合、不測の事態が生じた場

合等に充てるために用いる

ものとする。 

４．短期借入金の限度額 

短期借入金の限度額は６

億円とし、運営費交付金の

資金の出入に時間差が生じ

た場合、不測の事態が生じ

た場合等に充てるために用

いるものとする。 

・短期借入金の発

生状況（金額、

理由、限度額の

範囲以内かど

うか） 

・独立行政法人からの説明等を受け、分

科会委員の協議により判定する。 
該当なし。    

 

５．重要な財産の処分等に関す

る計画 

なし 

５．重要な財産の処分等に関す

る計画 

なし 

  該当なし。    

 

６．剰余金の使途 

（１）商品テスト業務に係る

検査・分析機器等を充

実させるための更

新・整備 

（２）情報の収集及び提供に

係る高度情報化を図

るための機器等の整

備 

（３）施設・設備の質的向上

及び老朽化対応のた

めの改修・整備 

６．剰余金の使途 

（１）商品テスト業務に係る

検査・分析機器等を充

実させるための更

新・整備 

（２）情報の収集及び提供に

係る高度情報化を図

るための機器等の整

備 

（３）施設・設備の質的向

上及び老朽化対応の

ための改修・整備 

・剰余金の発生状

況及び使途等 

・独立行政法人からの説明等を受け、分

科会委員の協議により判定する。 
該当なし。    

 

７．その他内閣府令で定める業

務運営に関する事項 

（１）施設・設備に関する計

画 

該当なし 

７．その他内閣府令で定める

業務運営に関する事項 

（１）施設・設備に関する計

画 

該当なし 

  該当なし。    

 

（２）人事に関する計画 

①方針 

業務運営の効率化により、

常勤職員の増加抑制に努め

る。 

・業務運営の効率

化の状況 

・独立行政法人からの説明等を受け、分

科会委員の協議により判定する。 

業務運営の効率化により常勤職員の増加抑制に努めた。 

また、職員の資質向上と業務の効率化に資するため、職員を各種講習会に参加させ、業務遂行の

ためのスキルの研鑚を図った。 

なお、目標管理に基づく業績手当制度については、平成１６年度における検討結果を踏まえ、予

定通り平成１７年度に導入した。 

※業務実績報告書１１２～１１３Ｐ参照 

Ａ Ａ Ａ 

 （２）人事に関する計画 

①方針 

１）業務運営の効率化に

より、常勤職員の増

加抑制に努める。 

２）個人情報保護法の施

行に係る相談及び研

修に対応するための

人員の確保を図る。 

②人員に係る指標 

期末の常勤職員は、期

首１２６人に対して１２

３人以内とする。なお、

上記２）を除外した場合

にあっては中期計画期間

中６人削減する。 

②人員に係る指標 

期末の常勤職員は、期首の

１２４人以内とする。 

・期末の常勤職員

数の状況等 

・独立行政法人からの説明等を受け、分

科会委員の協議により判定する。 

年度末の常勤職員の数を１１５人とした（年度末定年換算で１１８人）。 

なお、年度末定年制度については、平成１８年度より導入するための準備を整えた。 

※業務実績報告書１１３Ｐ参照 

Ａ Ａ Ａ 

 

（３）中期目標期間を超える 

債務負担 

平成１７年度から平成２

１年度までのコンピュータ

の賃貸借 

（３）中期目標期間を超える 

債務負担 

平成１７年度から平成２

１年度までのコンピュータ

の賃貸借 

・中期目標期間を

超える債務負

担の内容 

・独立行政法人からの説明等を受け、分

科会委員の協議により判定する。 

国際競争入札により消費生活相談カード直接入力システムに要する機器（パソコン）の調達を行

い、現中期計画を超える４年間のリース契約を締結し、各地消費生活センターに貸与することとし

た。 

※業務実績報告書１１３Ｐ参照 

Ａ Ａ Ａ 

 

（４）積立金の処分に関する事

項 

なし 

（４）積立金の処分に関する事

項 

なし 

  

 

   

 

※項目別評価表の自己評価は、独立行政法人が自ら定めた年度計画をどの程度執行したかについて自ら評価したものであり、評価委員会が業務実績評価を行う際の重要な判断材料となるものである。 

評価委員会は、独立行政法人が行った定量的な指標に基づく自己評価については、自己評価に誤りがないか、指標に基き適切な自己評価をしているか等について調査・分析を行い、評価委員会として評価を行った。 

定性的な指標に基づく自己評価については、あくまで評価の際の参考とし、評価委員会において評価基準に基づき評価を行った。 




